
電動アシスト自転車レンタル契約書 

 

 賃貸人 有限会社スマイルケア（以下，「甲」という。）と賃借人とは（以下，「乙」という。），

本日，甲所有の電動アシスト自転車（以下，「本件自転車」という。）につき，次のとおり賃

貸借契約を締結する。 

 

（基本合意） 

第１条  甲は乙に対し，本件自転車を本契約による約定により賃貸し，乙はこれを借り受

ける。 

（引渡し） 

第２条 甲は乙に対し，引渡日に，本件自転車を本契約による約定に基づき，整備状態

が安全であることを確認の上，引き渡し，乙もその状態を確認してこれを受領する。 

（期間） 

第３条 賃貸期間は，乙が前条の引渡しをしたときから，半年間借り続けるものとし，それ

以降は，甲が乙から解約の連絡を受けたときに本件賃貸借契約は終了する。なお，

乙は，甲に対し，乙が半年に至らない時点で解約をした場合，６か月相当額の賃料

からすでに支払った賃料を控除した金額を支払うものとする。 

（賃料） 

第４条 乙は，甲に対して，以下の車種に従い，本件自転車の賃料をクレジットカードに

より，乙の金融機関口座から口座振替による方法により支払う。また，賃料について

は，日割り計算をせず月割りにて支払うものとする。なお，以下の賃料は，消費税

込の金額であり，消費税率は税率の変更に従い賃料に反映させるものとする。 

□ パナソニック製ビビ    月額 55００円 

□ パナソニック製ビビ・チャイルドシート付き  月額 66００円 

□ パナソニック製ジェッター    月額 715０円 

（法令順守義務） 

第５条 乙は，本件自転車の使用につき，法令の定めるところに従い安全運転に努めな



ければならない。 

（自転車の管理方法等） 

第６条 乙は，甲の指定する以下の方法により，本件自転車を管理しなければならない。 

① 本件自転車を駐輪する際には，本件自転車に付属する鍵をかけなければな

らない。 

② ①の他に，甲は，乙に対し，チェーンロックを貸与し，乙は，駐輪の際，チェ

ーンロックをかけなければならない。 

③ 本件自転車を駐輪禁止場所に駐輪しないようにしなければならない。これに

違反して，本件自転車が撤去された場合には，乙の負担において本件自転

車の返還手続きをしなければならない。 

④ 乙は，本件自転車を第三者に譲渡又は転貸してはならない。 

（自転車の毀損等） 

第７条 本件自転車について，乙が通常の使用により損傷させた場合，サイクルショップ

において，乙の自己費用にて修理をすることとする。 

２ 本件自転車について,通常の使用により生じた傷を超える程度の毀損，盗難，火 

災等による損害が生じた場合には，それが乙の責めに帰すべき事由によるものか 

否かを問わず，甲に対し，以下の基準で賠償をしなければならない。 

□ パナソニック製ビビ    98000円 

□ パナソニック製ビビ・チャイルドシート付き  113000円 

□ パナソニック製ジェッター    140000円 

□ バッテリー ビビ用 46750円 ジェッター用    43800円 

（第三者に対する損害） 

第８条 乙が本件自転車の運行により他人に損害を与えた場合，それが乙の過失による

ものか問わず，それにより生じた第三者に対する損害賠償金並びに示談交渉，訴

訟手続きに係る費用及び弁護士費用等事件解決に要する一切の費用は，それが

甲に要したものであると乙について要したものであると問わず，すべて乙の負担と

する。 



（保険） 

第９条 甲は，本件自転車について，対人賠償保険，対物賠償保険に加入し，その費用

は，甲が負担する。 

  （２）前条の損害が，前項の保険の対象となる場合には，乙は，甲の指示に従い，保険

料請求のために必要な一切の書類を甲に提出しなければならない。 

  （３）甲又は第三者が第一項に基づく保険金を受領した場合，乙はその範囲において，

前条の損害賠償責任の全部または一部を免れることができる。 

（返還方法） 

第１０条  乙は，第３条の期間内に本件自転車を，甲の指示返還するものとする。 

（解除条項） 

第１１条  甲及び乙は，本契約に記載されている義務に違反したときは，催告その他の手

続きを要しないで、直ちに本契約の全部または一部を解除することができる。 

（反社会勢力の排除） 

第１２条  乙は，本件契約の締結日において，自らが，暴力団，暴力団員，暴力団員でな

くなった時から５年経過しない者，暴力団準構成員，暴力団関係企業，暴力団関

係団体，総会屋，その他これらに準ずる者（以下を総称して「反社会的勢力」とい

う。）に該当しないこと，及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し，か

つ将来にわたって該当しないことを確約する。 

（１） 反社会的勢力が経営を支配していると認められること 

（２） 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められること 

（３） 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的，又は第三者に損害を加える目的

を持ってするなど，不当に反社会的勢力の威力を利用していると認められること 

（４） 反社会的勢力に対して資金等を供給し，又は便宜を供与するなどの関係を有し

ていると認められること 

（５） その他反社会的勢力との社会的に非難されるべき関係を有していること 

   ２ 乙は，自ら若しくは第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを 

確約する。 



（１） 暴力的な要求行為 

（２） 法的な責任を超えた不当な要求行為 

（３） 甲との取引に関して，脅迫的な言動をし，又は暴力を用いる行為 

（４） 風説を流布し，偽計を用い，又は威力を用いて甲の信用を毀損し，又は甲の業

務を妨害する行為 

（５） その他前各号に準ずる行為 

   ３ 乙が，反社会的勢力若しくは第１項各号のいずれかに該当し，若しくは前号各号

のいずれかに該当する行為をし，又は第１項の規定に基づく表明，確約に反する

事実が判明したときは，甲は，催告を要しないで通知のみで，本契約を解除する

ことができる。 

   ４ 前項の甲の権利行使により，乙に損害が生じても，甲は一切の責任を負担しない。 

（管轄） 

第１３条  本契約に関する紛争は，すべて京都地方裁判所を管轄裁判所とする。 

（その他） 

第１４条  本契約書に定められた以外の事項について，問題が生じた場合には，甲及び   

乙は，誠意をもって協議し，解決するものとする。 

 

                                                   以上 

 

※借主様へのご注意 

電動アシスト自転車レンタル契約書，借主様・弊社双方の権利や義務に関する事項が

記載されています。したがいまして，この契約書をよくお読みいただき，同意欄にチェック

を入れていただきますようお願いいたします。同意書欄にチェックを入れていただいた段

階で，弊社と借主様との間で，本契約が成立いたします。 

 

2023年 1月 31日 改定 

 


